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はじめに

「限定提供データ」の不正な取得、使用、開示等を
不正競争行為の対象に加えることを内容とする「不
正競争防止法等の一部を改正する法律」（平成30年法
律第33号）が、第196回通常国会において成立し、限
定提供データに係る不正競争防止法（以下「法」と
いう。）の改正部分については、令和元年７月１日か
ら施行されている。

本稿では、同改正により導入された限定提供デー
タ保護制度の概要を解説した後に、実務において問
題となり得るいくつかの論点について検討を行う。

限定提供データ保護制度の概要

１．改正の経緯等

ＡＩ・ＩｏＴ・ビッグデータ等の新しい技術等
が進展する第四次産業革命を背景として、データ
は企業の競争力の源泉としての価値を増していく
と言われている。例えば、気象データ、地図デー
タ、工作機械の稼働データ、消費動向データなど
は、共有・利活用されることにより、新たな付加
価値が生み出されている。このようなデータの流
通を促進するためには、データの創出・収集・分
析・管理等の投資に見合った適切な対価回収が可
能な環境が必要である。

もっとも、このようなデータは複製が容易であ
り、一度不正に流通してしまうと一気に拡散して
投資回収の機会を失ってしまうおそれがある。そ
れにもかかわらず、データに対する法的保護は不

十分であったことから、データを安心して提供す
るために、データの不正取得等に対する法的措置
の導入を求める意見が出されていた。

このような状況を受け、商品として広く提供さ
れるデータやコンソーシアム内で共有されるデー
タなど事業者等が取引等を通じて第三者に提供す
るデータを念頭に置いて「限定提供データ」を定
義した上で、その不正な取得、使用、開示等を不
正競争行為とする限定提供データ保護制度が導入
された。

限定提供データ保護制度に関しては、産業構造
審議会不正競争防止小委員会において「各要件の
考え方、該当する行為等の具体例を盛り込んだ分
かりやすいガイドラインを策定すべき」との指摘
があったこと等を踏まえ、経済産業省が「限定提
供データに係る指針」（以下、「指針」という。）を
策定している２。この指針は法的拘束力を持つも
のではなく、限定提供データ保護制度に係る法解
釈は裁判所における司法判断に委ねられているが、
まず実務においても参照されるべきものといえる。
そのため、指針に基づいて、簡潔に限定提供デー
タ保護制度の概要について解説する。

２．限定提供データの意義

法２条７項は、限定提供データを「業として特
定の者に提供する情報として電磁的方法（電子的
方法、磁気的方法その他人の知覚によっては認識
することができない方法をいう。……）により相
当量蓄積され、及び管理されている技術上又は営
業上の情報（秘密として管理されているものを除
く。）」と定義している。また、法19条１項８号ロは、

「その相当量蓄積されている情報が無償で公衆に
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利用可能となっている情報と同一の限定提供デー
タを取得し、又はその取得した限定提供データを
使用し、若しくは開示する行為」を限定提供デー
タに係る不正競争行為の適用除外としている。

これらの規定を踏まえると、限定提供データは、
①業として特定の者に提供する情報として、②電
磁的方法により相当量蓄積され、③電磁的方法に
より管理されている、④技術上又は営業上の情報
であって、⑤秘密として管理されているものでな
く、⑥無償で公衆に利用可能となっている情報と
同一のものでない情報、と理解される。

①　業として特定の者に提供する情報（限定提供

性）

限定提供性要件は、保護対象となる情報を
一定の条件の下で相手方を特定して提供される
データとするための要件である。「業として」に
ついては、実際に反復継続的に提供している場
合のほか、実際には提供していない場合であっ
ても、データ保有者の反復継続して提供する意
思が認められるものであれば、これを満たす。

「特定の者」とは、一定の条件の下でデータの提
供を受ける者を指し、会費を支払えば誰でも提
供を受けることができるデータを会費を支払っ
て提供を受ける者も「特定の者」に当たる。

②　電磁的方法により相当量蓄積されていること

（相当蓄積性）

相当蓄積性要件が設けられた趣旨は、ビッグ
データ等を念頭に、有用性を有する程度に蓄積
している電子データを保護対象とする点にある。
この要件の解釈については後に詳細に述べる。

③　電磁的方法により管理されていること（電磁

的管理性）

電磁的管理性要件が設けられた趣旨は、デー
タ保有者がデータを提供する際に、特定の者に
対して提供するものとして管理する意思が、外
部に対して明確化されることによって、特定の
もの以外の第三者の予見可能性や、経済活動の
安定性を確保する点にある。このような趣旨か
ら、電磁的管理性要件を満たすためには、デー

タ保有者と当該保有者から提供を受けた者（特
定の者）以外の者のアクセスを制限する技術が
施されていることが必要である。具体的には、
ユーザー認証（ＩＤ・パスワード、トークン、
生体情報など）や専用回線による伝送がこれに
当たる。

④　技術上又は営業上の情報であること

「技術上又は営業上の情報」には、利活用がさ
れ、又は期待される情報が広く該当し、違法な
情報（児童ポルノ画像データ）やこれと同視し
得る公序良俗に反する有害な情報（違法薬物の
販売広告のデータなど）は「技術上又は営業上
の情報」には当たらないとされている。

⑤　秘密として管理されているものでないこと

「秘密として管理されているものでないこと」
要件が設けられた趣旨は、営業秘密としての保
護と限定提供データとしての保護の重複を避け
るためとされている。この要件の解釈について
は、後に詳細に述べる。

⑥　無償で公衆に利用可能となっている情報と同

一のものでないこと

相手を特定せずに（公衆に）無償で提供さ
れているデータ（オープンデータ）は、誰でも
使うことができるものであるため、これと同一
の限定提供データを取得等する行為については、
不正競争行為の対象外とされている。

３．限定提供データに係る不正競争行為の類型

限定提供データに係る不正競争行為は、データ
提供者の利益の適切な保護とデータ利活用の促進
のバランスを考慮して、正当な事業活動を阻害し
ない範囲で、「必要最小限の規律」３が設けられて
いる。営業秘密保護制度と同様に、情報の取得者
の属性により類型が分けられている。

①　不正取得類型（法２条１項11号）

データに対するアクセス権を持たない者が、
窃取、詐欺、強迫などの刑罰法規に違反する手
段やこれと同等の違法性を有する程度の公序良
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俗に反する手段を用いて、電磁的管理（アクセ
ス制限）を破り、限定提供データを取得する行
為（不正取得）が不正競争行為に該当する。例
えば、データにアクセスする正当な権原がある
かのように装い、データのアクセスのためのパ
スワードを無断で入手し、データを取得する行
為がこれに当たる。そして、不正取得者が不正
取得後に限定提供データを使用・開示する行為
も不正競争行為に該当する。

②　正当取得類型（法２条１項14号）

データ保有者から限定提供データに対するア
クセス権を与えられた者（例えば、従業員、業
務委託先、ライセンシーなど）が、不正の利益
を得る目的又は保有者に損害を加える目的（図
利加害目的）で、保有者から許されていない態
様で、その限定提供データを使用する行為（保
有者のためにデータを管理するという委託信
任関係に基づく任務に違反して行うものに限
る。）・開示する行為が不正競争行為に該当する。

③　転得時悪意類型（法２条１項12号・同項15

号）

限定提供データの転得者が、不正な経緯の存
在（上記①の不正取得の介在、上記②の不正開
示であること又はその不正開示の介在）を知り
ながら、限定提供データを取得する行為が不正
競争行為に該当する。そして、取得時に悪意の
転得者が限定提供データを使用・開示する行為
も不正競争行為に該当する。

④　転得時善意類型（法２条１項13号・同項16

号）

限定提供データの転得者が、その取得時には、
不正な経緯の存在を知らなかったが、事後的に
不正の経緯の存在について知った場合に、当該
転得者がその限定提供データを開示する行為が
不正競争行為に該当する。取引の安全に配慮し、
転得の際の取引によって与えられた権原の範囲
内の開示行為は、適用除外とされている（法19
条１項８号イ）。

４．限定提供データに係る不正競争行為に対する救

済措置

限定提供データに係る不正競争行為に対しては、
差止・廃棄請求（法３条）、損害賠償請求（法４条）、
信用回復等措置請求（法14条）が認められている。
損害賠償請求に関しては、損害額の推定規定（法
５条）の適用がある。

刑事罰については、データの取引実績が必ず
しも十分でない中、刑事罰を導入すれば、データ
の利活用が萎縮するおそれが大きいとの意見が出
されたことを考慮して、今回の改正では導入しな
かったとされている４。そのため、今後のデータ
の取引実績の蓄積や限定提供データ保護制度の運
用次第では、将来的に刑事罰が導入される可能性
は否定できない。

限定提供データ保護制度に関する
実務上の論点

１．相当蓄積性の解釈

指針では、相当蓄積性について、「『相当量』は、
個々のデータの性質に応じて判断されることとな
るが、社会通念上、電磁的方法により蓄積される
ことによって価値を有するものが該当する。その
判断に当たっては、当該データが電磁的方法によ
り蓄積されることで生み出される付加価値、利活
用の可能性、取引価格、収集・解析に当たって投
じられた労力・時間・費用等が勘案されるものと
考えられる」とされているが５、具体例としては

「原則として相当蓄積性を満たすと考えられる具
体例」しか挙げられておらず、どのようなデータ
が相当蓄積性要件を満たさないのかは明らかでは
ない。

相当蓄積性要件については、電磁的方法による
蓄積、管理による付加価値が生み出されていない
ような規模にとどまる場合（例えば、合理的な範
囲内の手作業でも到達し得る量の場合）にはこの
要件を満たさないとの見解６もあるが、やはりこ
の要件の判断基準や外延の予測が困難であるとの
指摘が多い７。

筆者としては、以下のとおり、相当蓄積性要件
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については、厳格に判断する必要はないと考えて
いる。

まず、限定提供データの保護については、主と
して規制されるべき行為態様に着目して保護範囲
を調節する行為規制アプローチが採用されており、
電磁的管理（アクセス制限）を突破する点に不正
性が見出されているものと考えられる。そのため、
保護客体の要件としてはアクセス制限に係る電磁
的管理性が本質的な要件であり、相当蓄積性は本
質的な要件ではないと考える８。

また、相当蓄積性要件の趣旨については、「ビッ
グデータ等を念頭に、有用性を有する程度

4 4 4 4 4 4 4 4 4

に蓄積
している電子データを保護対象とすることにあ
る」（傍点は筆者による。）とされており９、この
要件はデータの有用性を確保するための要件であ
る。ここで、営業秘密については、有用性が要
件とされているところ（法２条６項）、同要件に
ついては、「公序良俗に反する内容の情報……な
ど、秘密として法律上保護されることに正当な利
益が乏しい情報を営業秘密の範囲から除外した上
で、広い意味で商業的価値が認められる情報を保
護する」ために設けられており、「秘密管理性、非
公知性要件を満たす情報は、有用性が認められる
ことが通常であり、また、現に事業活動に使用・
利用されていることを要するものではない。同様
に、直接ビジネスに活用されている情報に限らず、
間接的な（潜在的な）価値がある場合も含む。」と
されており10、実務的にも緩やかに有用性が認め
られている11。限定提供データについては、秘密
管理性・非公知性要件を満たす情報ほど類型的に
商業的価値が高いとは言い難いものの、パスワー
ド等のアクセス制限が付された形で特定の者に提
供されるデータなどの限定提供性・電磁的管理性
要件を満たす情報であれば、基本的には広い意味
での商業的価値が存在し、有用性を有すると言っ
ても差し支えないように思われる。

もっとも、「相当量蓄積され」との文言から、少
なくとも「単体」のデータはこの要件を満たさな
いと考えざるを得ない12。何が「単体」のデータ
として把握されるかは、当該データの利用方法や
当該データを取引する者の認識などを踏まえ、判
断されることになろう。例えば、１曲の楽曲デー

タは、楽曲を構成する個々の音というデータの集
合体として見ることはできるが、楽曲として鑑賞
することが想定される場合には、楽曲データ単位
で「単体」として把握されるものと考えられるこ
とから、１つの楽曲データでは相当蓄積性要件を
満たさず、楽曲データの集合体となっていてはじ
めて相当蓄積性要件を満たすことになろう13。

以上のとおり、限定提供データ保護制度の構造
や相当蓄積性要件が設けられた趣旨を踏まえると、
相当蓄積性要件については厳格に解釈する必要は
なく、限定提供性・電磁的管理性要件を満たす
データの集合体については、基本的に相当蓄積性
要件を満たすと考えてよいと考える。筆者として
は、情報は複数集まって蓄積されることによって
一般論としては価値は増すものであるし、そうし
た情報が電磁的に蓄積されることで、コンピュー
タ等を用いて比較、分類、その他の解析を行うこ
とができるという価値が生まれることから、蓄積
されたデータの量が合理的な範囲内の手作業で到
達し得る量であっても、保護の対象からは除外す
べきではないと考える。

２．「秘密として管理されているものでないこと」の

解釈

上記のとおり、限定提供データについては、「秘
密として管理されているものでないこと」との要
件が課されており、この要件が設けられた趣旨は、
営業秘密としての保護と限定提供データとしての
保護の重複を避けるためとされている14。

この要件については、そもそも必要性（重複保
護を避ける必要があるのか）に疑問があるものの、
仮に重複保護を避ける趣旨で要件を設けるのであ
れば、営業秘密に当たるものを除くという要件と
するのが適切であった15。「秘密として管理されて
いるものでないこと」と規定したために、以下の
とおり、保護の間隙が生じるのではないか、とい
う問題が指摘されている。ある公知の情報が（営
業秘密と同レベルに）秘密として管理されている
場合に、当該情報は、非公知性要件を満たさない
ため、営業秘密に当たらないことは明らかである
ところ、秘密として管理されているために「秘密
として管理されているものでないこと」要件を満
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たさないとすると、限定提供データにも当たらな
いということになってしまい、いずれの制度でも
保護されないのではないか、という問題である

（下図も参照）。

公知
限定提供性

あり

非公知
限定提供性

あり

非公知
限定提供性

なし
秘密管理性

なし
限定提供
データ

限定提供
データ 保護されない

秘密管理性
あり 保護されない 営業秘密 営業秘密

↑
保護の間隙

条文の文言だけからすれば、このような帰結に
なってしまうように思われるが16、公知情報を秘
密として管理していなければ限定提供データとし
ての保護を受けられるにもかかわらず、より厳重
に秘密として管理していたがゆえに何の保護も受
けられなくなるというのは妥当とは言い難い。

そのため、この保護の間隙を少なくする、あ
るいは、間隙をなくす解釈が唱えられている。例
えば、公知となることを予定していない場合には、
秘密管理を行っていると解することで保護の間隙
を少なくすることができるとの見解17、「秘密とし
て」管理されている以上、管理される対象は秘密

（非公知情報）でなければならないとの解釈を前
提に、秘密管理と同レベルの管理が行われていて
も対象が公知情報である場合は、秘密として管理
されているとはいえないとする見解18（この見解
によれば、公知情報が秘密管理性要件を満たすこ
とはあり得ないため、保護の間隙は存在しなくな
る）がある。

筆者としては、この要件が設けられた趣旨から
すれば、保護の間隙が生まれるのは妥当ではなく、
また、厳重に管理をした場合に何の保護も受けら
れなくなるという不都合を回避すべきであるから、
後者の見解が妥当であると考える19。したがって、
公知情報について、営業秘密と同レベルの管理を
行っていたとしても、「秘密として管理されてい
る」ことにはならず、そのことをもって、限定提
供データ該当性は否定されないと考える。

３．限定提供データ保護制度の機能

法的保護が不十分なデータを保護するという議
論の流れの中で限定提供データ保護制度が生まれ
たことから、営業秘密として保護されるデータと
限定提供データとして保護されるデータは全く別
物であるようにも見える。しかし、当初は営業秘
密として管理をしていたデータについて、状況の
変化を受けて、特定の者に提供する場合は、当該
データは営業秘密から限定提供データに変化する
ことになり、両者が連続性を持つ場合は想定され
る。このように、限定提供データとして保護され
る情報は、営業秘密として保護し得ない情報だけ
ではない。

このような視点で見ると、限定提供データ保護
制度は、①公知情報などの営業秘密として保護し
得ない情報を一定の範囲で保護するという機能だ
けでなく、②営業秘密として保護し得る情報につ
いて、その保護を受けることができなかった場合
に備えて、予備的に限定提供データとして保護す
る、いわばセーフティネットの機能も有している
ことが分かる。②の機能は、具体的には、訴訟の
場面において、主位的に営業秘密に係る不正競争
行為を主張しつつ、予備的に限定提供データに係
る不正競争行為を主張できるという形で働くこと
となる20。

営業秘密について、訴訟等において主たる争点
となるのは秘密管理性であるところ、秘密管理性
についての裁判所の判断基準が揺れ動いてきたこ
ともあり21、どの程度の管理で秘密管理性を満た
しているかについての予測可能性が高いとは言い
難く、実際の秘密管理の現場では、管理部門の認
識していないところで、秘密管理性が失われてし
まうような運用が行われることもあり得ることか
ら22、ある情報について、営業秘密として保護が
受けられるかについては、不確実であることも多
い。そのため、営業秘密としての保護を受けられ
なかった場合のセーフティネットを設けておくこ
とは、多くの事業者にとって有益であると考える。
もちろん社外秘を徹底するような情報については、
限定提供性の要件を満たすことは困難であること
から、限定提供データ保護制度を用いることはで
きない。しかし、営業秘密の中には、秘密保持契
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約（ＮＤＡ）を締結した上で特定の相手方に提供
されるものも多く存在し、そのような第三者への
提供を行う又はその予定がある情報については、
限定提供データ保護制度を用いることはできよう。

４．限定提供データと営業秘密の管理方法

上記３．で述べた営業秘密のセーフティネット
として限定提供データを用いることも視野に入れ
た場合に、両者をどのような方法で管理すればよ
いかが問題となる。

結論から言えば、営業秘密と限定提供データ
については、同じ管理方法を採用するのが望まし
いであろう23。理由としては、①既に述べたとお
り、当初は営業秘密として管理をしていたデータ
について、状況の変化を受けて、外部に提供する
といった場合も想定され、そもそも管理を始める
当初の段階で、あるデータが最終的に営業秘密と
なるか限定提供データとなるか分からないことも
あること、②営業秘密と限定提供データを分別し
て管理することは、管理の手間を増大させること、
③限定提供データに係る電磁的管理性要件を充足
するレベルの管理（例えば、ＩＤ・パスワードに
よるアクセス制限など）を行うためのコストは通
常そこまで大きくないと考えられること、④上記
２．で述べた本稿の立場からすれば、限定提供デー
タを営業秘密と同レベルで管理したとしてもデメ
リットはないことなどがある。

具体的な管理方法に当たって留意すべき点とし
ては、まず、対象となる全ての情報について電磁
的管理を行うことである。紙など電子データ以外
の形態で存在している情報は、営業秘密にはなり
得るが、電磁的管理性要件を満たさないため、限
定提供データにはなり得ない。従来営業秘密とし
て紙などで管理されていた情報については、限定
提供データにも当たり得るように電子データにし
て電磁的管理を行うことが望ましい。

次に、対象となる全ての情報について秘密管理
を行うことである。営業秘密について機密性表示
やマル秘表示を行っているのであれば、限定提供
データについても行うべきである。データを提供
する契約においても、受領者に対して当該データ
について秘密情報として管理する義務を課すべき

であろう24。営業秘密と同じレベルの管理を多く
のデータに適用することが困難であるような場合
には、営業秘密としての保護を期待しない情報を
上手く分別し、そのような情報については、電磁
的管理性要件を満たすレベルの管理をするという
ことになるだろう。

また、このような管理方法を採用する以上、秘
密管理規程や秘密保持誓約書について、限定提
供データ用の規程や書面を別に設けるのではなく、
既存の秘密管理規程や秘密保持誓約書の内容を限
定提供データの要件を充足し得る内容に修正する
方法が望ましいと考える。
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」（傍点は筆者による。）

と定義しており、秘密管理性要件と非公知性要件とは

別個独立した要件として規定されているように読める

点との整合性は問題となり得る。

この点に関し、ＴＲＩＰＳ協定39条２項は、以下の

とおり、秘密管理性要件（ｃ）の前提として、非公知

性要件（ａ）を規定している。

「自然人又は法人は、合法的に自己の管理する情報

が次の（ａ）から（ｃ）までの規定に該当する場合には、

公正な商慣習に反する方法により自己の承諾を得ない

で他の者が当該情報を開示し、取得し又は使用するこ

とを防止することができるものとする。

（ａ）　当該情報が一体として又はその構成要素の正確

な配列及び組立てとして、当該情報に類する情報を

通常扱う集団に属する者に一般的に知られておら

ず又は容易に知ることができないという意味にお

いて秘密であること。

（ｂ）　秘密であることにより商業的価値があること。

（ｃ）　当該情報を合法的に管理する者により、当該情

報を秘密として保持するための、状況に応じた合理

的な措置がとられていること。」
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ていることから（２頁）、法２条６項についても、Ｔ

ＲＩＰＳ協定39条２項と同様に、秘密管理性要件の前

提として、非公知性要件が存在しているとの解釈を採

ることは可能であると考える。
20　前掲田村＝岡村11頁（岡村発言）も、「両制度のどち

らに該当するのかが必ずしも明らかでない事案につい

ては、民事訴訟の実務的な対応方法として、営業秘密

侵害を主位的に主張し、限定提供データ侵害を予備的
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に主張するというパターンが登場する可能性も考えら
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６月）では、モデル契約書案のデータの管理に関する

規定の解説において、「なお、改正不正競争防止法の

『限定提供データ』に該当するためには、当該データ

が秘密として管理されていないことが要件となるため、

相手方データを『限定提供データ』として取り扱う場
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タに当たらない）であると推測されるが、改訂の際に
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データを秘密情報として管理する義務を課すことがあ

るが、そのような義務を課した場合であっても、客観

的には秘密情報として管理されていると評価できない

ような場合があり、そのような場合であれば、『秘密

として管理』されているということにならず、『限定

提供データ』として保護される可能性がある点には注
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−おわり−


